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 １   質問書に対する政府側の回答 

伊藤 内容は原子力安全保安院の方は茂木の方からよろしくお願いします。それから一部私ども両者の担当を超える部分、具体的には

資源エネルギー省でございますけれど、この所につきましては本日担当の方が都合がつかないということでございますので、そこの所

は答えを預かって来たところがありますので、その部分も合わせてご紹介させていただきたいと思います。 

茂木 それでは原子力安全保安院の茂木と申しますよろしくお願いします。私の方から１，２，４、につきましてご解答させて頂き

たいと思います。 

 

「クリアランス制度の導入中止を求める申入書」に係わる質問書 
内閣府 原子力安全委員会 様 

経済産業省 原子力安全・保安院 様 
ある濃度以下の放射性廃棄物を一般の産業廃棄物とみなすクリアランス制度の導入が進められています。ＪＣＯ臨界事故に続き美浜

３号炉事故でも示された「企業が経済性優先で安全性を切り縮め国はそれを阻止できない」という状況が続く中で、更に、当然のごと

くにクリアランス制度が追加されることは認めがたいことだと感じています。私たちは、これがそもそも経済性を優先し人命を軽視す

る考え方のもとに進められているのではないか、クリアランスレベル値の設定においては被曝とその影響が過小に評価されているので

はないか、「検認」の信頼性への疑問、リサイクルと原発は相反するのではないかなど様々な問題があると受け止めています。私たち

は、人口密度の高い日本ではクリアランス制度はなじまず、放射性物質は厳格に管理すべきであると考えます。これらの点に関して、

以下の質問にお答え下さい。 

 

質問事項 １．クリアランス制度の経済的評価に関して 

 ９月２日大阪で開催されたクリアランス制度シンポジウムにおいて、クリアランス制度の目的の１つは経済性であるとの回答があ

りました。クリアランス制度の導入により廃炉に伴う費用のうち低レベル放射性廃棄物の処分費用（輸送費用を含む）をいくら削減

できると試算・承知されていますか。具体的に数値を示してお答え下さい。 

 

政府回答 

１番は担当が資源エネルギー省の方でございますので、資源エネルギー庁の答えということで、まずお答えをさせて頂きたいと思い

ます。まず、放射性廃棄物、原子力発電所の解体によって発生します放射性廃棄物の処理処分の問題でございますけれども、クリア

ランスした場合とそうでないものとのコスト試算、直接比較したものは承知していないということでございます。それからあと、定

性的なものでございますけれど、平成9年の1月に行われました高エネルギー調査会の原子力部会、当時の名前でございますけれど、

そこの報告書のタイトルが商業用原子力発電施設の廃止措置の向けてというこういう報告書がございます。その中に定性的な記述で

はございますが、実際にありますところを読ませて頂きます。今後、クリアランスレベルに関する制度が整備されなかった場合には、

本来放射性廃棄物として扱う必要のない廃棄物が低レベル放射性廃棄物と混在して処分されたり、利用可能な資源が廃棄されること

になり、環境負荷をぞうだいさせるのみならず、放射性廃棄物の処理、処分の費用をも不必要に上昇させることになると、こういう

様な記述がございます。また、大変申し訳ございません、われわれ、直接コストの方を算出しているものではございませんので、経

済性の評価につきましては、資源エネルギー庁が担当しておりまして、そこの窓口科が資源エネルギー庁の原子力政策科、放射性廃

棄物対策室というところがございます。申し訳ございませんが、そちらの方にお問い合わせ願えればと思います。あの、因みに電話

番号でございますけれど、東京０３－３５０１－１９９１でございます。 



 

質問事項 ２．クリアランスによる放射線被曝の影響について 
 クリアランスレベルの線量の目安値１０マイクロシーベルト／年の根拠は、ICRP の Pub．43 にさかのぼることができ、次の①～

③から規制除外線量１０マイクロシーベルト／年が提案されています。 
①個人が自分の行動を決定する際に考慮に入れないリスクレベル（１０－６／年のオーダー） 

②１０－６／年のオーダーのリスクレベルが１００マイクロシーベルト／年のオーダーの年個人線量に相当する 
③現在あるいは、将来において複数の規制除外された線源から被ばくする可能性を考慮して（１０分の１に）低減する 
参考：「放射性固体廃棄物の浅地中処分における規制除外線量について」（昭和62年12月放射線審議会基本部会） 

 

質問事項 

（１）我が国の法体系では、がん・白血病などの確率的影響は放射線被曝量に比例すると扱われています。クリアランスの線量目安

値は１０マイクロシーベルト／年とされていますが、これによる放射線被曝の健康影響はどのように評価されますか。なお、Ｉ

ＣＲＰ１９９０年勧告では致死的がんの確率は低線量率では１シーベルト当たり５×１０－２とされています。また、例えば国連

科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）はＩＣＲＰよりも高い確率を採用しています。 

 

政府回答 

それから、２番目のところでございますが、クリアランスによる放射線被曝の影響ということでございますが、まず最初の（１）の

ところでございますが、まずICRPの 90年勧告でございますが、この中におきまして、70年代以降、後半70年代後半以降、1990年

代までの、広島とか長崎の被爆者のガンの増加でありますとか、あと線量評価システムの変更でありますとか、あと、線量-線量効果

の導入でありますとか、こういった要因によりまして、ガン、生涯におこるガンの死亡確率でございますけれど、これは１Sv当り、

５×１０－２といたしまして、まあ、総合的な考察をしたあと、職業被曝の線量限度の勧告値を変更しているということであります。

５０mSv／年から２０mSv／年に反映されております。一方で公衆被曝でございますけれど、現在値の設定にはところリスク論以外に

化学物質によるリスクの比較でありますとか、あとは自然界からの放射線被曝による、自然界からはだいたい１～２ｍSv年間被曝で

ございますけれど、自然界からの放射線からのリスクなど総合的に判断いたしまして、それは引き続き年間１ｍSvとして勧告してご

ざいます。従いまして年間10μSvという値でございますけれど、公衆の被曝限度であります年間１ｍSvの１／100のレベルでありま

すので、その健康への影響が無視できるということで、引き続き用いることは妥当ではないかと考えてございます。 

 

質問事項  

（２）実際には上記のリスクから更に、現在あるいは将来において複数の規制除外された線源から被曝する可能性を考慮する必要が

あります。その結果、クリアランスによるリスクは個人が自分の行動を決定する際に考慮に入れないとされるリスクレベル（１

０－６／年のオーダー）とどのような関係にあると判断されますか。 

 

政府回答 

（１）の件でございますけれど、原子力安全委員会の報告書によりますと、埋設処分をした場合でございますけれど、こういったなか

で、典型的な廃棄物処分場のサイズ、こういったものを仮定致しまして、そこの処分場がすべて解体から生じましたクリアランスの

対象物でありますとか、放射性廃棄物でない廃棄物こういった様なもので埋め尽くされたこういったことを想定しまして、線量の目

安値であります年間10μSv、これを与える核種の濃度を一応考えているということでございます。従いましてその複数の発電所の解

体から生じましたクリアランス物というものが1箇所の処分場に持ち込まれましても、年間10μSvといったようなものは影響を与え

ないということでございます。また、同じ地域に例えば複数のクリアランス専用の処分場がある場合、こういったような場合も想定

されるかと思いますけれど、その場合でも10箇所もの集中を想定するのは現実的ではない、という風に考えております。あと、クリ

アランスレベルの算出にあたりまして、色々その、埋め立て、埋設処分でありますとか、再利用に関しまして様々 なシナリオを用い

まして、年間10μSvと言うような値の核種の計算をしております。で、計算をしてその中から核種毎に最小の濃度を示す評価経路で

ありますとか、最小の濃度をこれを選定しているわけでございまして、従いまして核種ごとの経路の決定というのが異なりますとい

うこと、またある種の核種についてみまして決定的シナリオというのは10μSv年間ですけれど、これを下回るということになります。

あと、それぞれの評価経路ごとの発生確率というのは異なるというわけでございますけれど、あるレベルの選定に当たりましては確

率を考慮していないということで、保守的な結果といっております。えー、ですから例えばある人が処分場の近くに住んでクリアラ

ンスされた再利用品を用いるという複数のシナリオの被曝を考えた場合でありましても、その重複するようなシナリオの数だけ10μ

Svが倍加されるということにはならないということになります。このようなことから、重畳によって必ず年間１００μSvの線量を受

けるという意味ではなく、あくまでもクリアランスレベルの算出にあたって１/10の年間10μSvのレベルになるということでありま

す。 



 

質問事項  

３． ＤＳ１６１の一般免除レベル値との関係で行われている原子力安全委員会のクリアランスレベル値再評価について 

（１）原子力安全委員会により「主な原子炉施設」、「重水炉・高速炉」、「核燃料使用施設」についてのクリアランスレベル値が

算出・公表されてきましたが、それは対象を成人グループに限定した計算結果でした。乳幼児を含めた評価を行うべきだとのパ

ブリックコメントに対して、乳幼児を対象に加えても影響はないとする説明が繰り返し行われてきました。▼ ９月７日のクリ

アランス分科会資料（暫定値）によると、再評価では５８核種の内１３核種については乳幼児の被曝が成人埋設作業者の被曝よ

りも高く決定経路になっています。この点を確認してください。 

 

政府回答 

岩田 それでは３につきましては原子力安全委員会の方から担当ということでございますので、担当の坂井の方からご紹介申し上げ

ます。 

坂井 坂井です。えーまず３の１番の（１）のところでございますけれど、10月8日にクリアランス分科会がございまして、子供に

対する評価におきまして、追加としてシナリオを検討した結果クリアランスレベルが子供この場合は１～２歳で示してございますが、

評価によって算出されました核種は評価対象である核種58核種中19核種となってございます。 

原子力安全委員会におきましてこれまでの報告書につきましては評価対象者としまして、生涯のうち最も長い成人と致しております。

また、子供の評価につきましてはその影響の程度を確認するということを行ってございます。その評価の結果トリチウムにつきまし

て成人を対象としたクリアランスレベルより１/2程度低くなるという結果になるということでございますが、乳児、幼児は限られた

期間であるということを考慮致しまして、成人の評価結果をクリアランスレベルとしてございます。 

一方本年8月におきまして、国際原子力機関、IAEAでございますけれど、IAEAが出版しました安全指針RS-G-1.7という報告書でご

ざいますが、その中で大量の物質に対する核種別の規制免除レベルというものがまあ、クリアランスレベルと若干異なるものでござ

いまして、ご説明させて頂きますと、ある自然現象という概念でございますが、ある放射線源に起因する人の健康に対するリスクが

無視できるほど小さいものであるため、放射性物質として扱う必要がないということから、崩壊放射線源を放射線防護にかかる規制

の体系に入らない、入れることはないという概念でございます。規制免除レベルというものにつきましては規制免除を判断するレベ

ルでございまして、放射能量、または放射能濃度で示されるものでございます。先ほど申しましたIAEAのレポートでございますけれ

ども、それにおきましては、大量の物質に対する規制免除レベルという物を放射能濃度、核種ごとの放射能濃度を示してございまし

て、それがクリアランスレベルに対しても適応が可能であるという風に述べられてございます。 

そのようなRS-G-1.7 、旧称ドラフト段階におきましてはDS161という質問状にも書いてございます、DS161と言う文章でございます

けれども、その評価におきましては、1部の評価経路について子供の評価を対象としている状況でございます。それをふまえまして、

原子力安全委員会では本年 9月から放射性廃棄物排出措置専門部会のクリアランス分科会の検討におきまして、これまでの原子力安

全委員会の報告書に於けるクリアランスレベルの評価に対しまして、IAEAの報告書の評価に於ける新しい知見を抽出いたしまして、

クリアランスレベルの再評価を行うこととして、検討を進めて参りました。この際に子供の評価におきましても、評価経路を選定致

しまして、また食物摂取資料等のデータを最新の文献等を用いまして更新するなど行いまして、クリアランスレベルの算出を行って

ございます。その結果、クリアランスレベルが子供の評価により算出された核種というものは19核種、と先ほども言いましたが、１

９核種となってございます。これらの１９核種でございますが、成人の評価から算出されるクリアランスレベルと、子供の評価から

算出されるクリアランスレベルを比較いたしましても、最大でも 5倍程度の違いということとなってございます。子供につきまして

は、呼吸率や食物摂取量といったものが成人に比べて少ないものの、放射線に対する感受性というものは高い為、単位摂取量当たり

の線量係数が成人よりも厳しい値となっています。そのため子供に対する被曝線量の評価結果が成人に比べて大きくなる傾向となっ

てございます。ただし、生涯のうち子供でいる期間が限られていることや、またクリアランスレベルを算出する際の線量でございま

す、10μSv／年という値は自然界の放射線レベルに比較して十分小さく、また人の健康に対するリスクが無視できるという線量でご

ざいますから、子供の評価結果につきまして成人の評価結果に包含しても問題にならないと考えられます。しかし、今回の評価にお

きましては、子供の評価を先人の評価と同等に行うというと致しまして、クリアランスレベルを算出してございます。 

 

質問事項  

（２）乳幼児が被曝するとその健康影響は成人に比べ３倍程度高いことを（１）に加えて、再評価すべきだと考えますがどうですか。 

 

政府回答 

続きまして（２）の回答でございますけれど、子供の場合は成人と比較して単位放射能量あたりの被曝に対する健康の影響度は大き

くなります。核種によっては内部被曝の線量係数が 5~6 倍異なるものもございます。そのため今回の安全委員会のクリアランスレベ

ルの評価におきましてもICRPの提案している子供と成人への被曝線量の換算係数をそれぞれ用いて評価を行ってございます。今回の



安全委員会の評価におきまして、例えばトリチウムや炭素といった重要な核種におきましては農作物または淡水産物の摂取量が成人

と比べましても子供の方が少ないという状況にもかかわらず、線量係数の違いによりまして結果としてクリアランスレベルが子供の

評価により算出されているというような結果となってございます。 

 

質問事項  

（３）上記の２点から、原子力安全委員会のクリアランスレベルは大幅に下方修正するべきだと考えますがどうですか。 

 

政府回答 

続きまして（３）の回答をさせていただきます。これまでの原子力委員会のクリアランスレベルの報告書というものは、IAEAの技術

文書 TECDOC-855 という報告書に基づいてクリアランスレベルを算出してございます。先ほども言いましたけれども、IAEA は今年、

RS-G-1.7、DS161という報告書を出版いたしまして、その中で大量の物質の規制免除レベルを示しましてそのレベルがクリアランスの

適応の根拠となりうるということを示してございます。また、最近では日本原子力発電株式会社の東海発電所の解体作業が本格化し

つつある状況でございます。これらの状況を踏まえまして、安全委員会といたしましては、本年 6月から国際的な動向や、新たな知

見を踏まえるという観点からこれまでのクリアランスレベルの報告書を再評価するということを行ってございます。その中でIAEAの

報告書から子供の評価など反映することが適当と考えられる事項を反映いたしまして既に公表致しております委員会報告書のクリア

ランスレベルを再評価してございます。まあ、その経過の中で、クリアランスレベルが子供の評価により算出された核種というもの

が19核種になる結果も得られてございます。 

 

質問事項  

（４）５８核種中４０核種ものクリアランスレベル値がＤＳ１６１の一般免除レベル値より高い値となっています。１０トン程度の

物量に適用する原子力安全委員会のクリアランスレベル値が１桁少ない１トン程度の物量から適用されるＤＳ１６１の一般免

除レベル値よりも高いのはなぜですか。 

 

政府回答 

続きまして、（４）の回答に移らさせていただきます。原子力安全委員会のクリアランスレベルでございますが、それにつきまして

は原子炉施設や一部の核燃料使用施設の解体に伴って主に発生する金属やコンクリートなどを対象としてございます。そのように対

象物を限定しているような状況でございますので、対象物の放射能による汚染の状況や解体時の対象の物の発生状況などが把握でき

ることがございます。そのため、埋設処分や再利用におきましてクリアランスされた金属またはコンクリートと非放射性の金属やコ

ンクリートの混合比などといった状況を具体的に設定するといった様な評価になってございます。また、対象物を金属とコンクリー

トに限定しているということから処分方法や再利用方法、食物の摂取量などの生活態様について具体的かつ詳細に検討してございま

して、また国内に於けるデータ等を用いて評価パラメーター等を選定してございます。一方IAEAのRS-G-1.7の評価に於きましては、

対象物を食物、飲用水以外としてかなり広い範囲で想定してございます。またそれらの対象物の発生施設というのも限定してござい

ません。さらに、国際的な提案値を決定するということが目的でございますから、処分方法や再利用方法が一般化されてございまし

て、パラメーターも国際的に通用する値を設定するという必要性があるということも考慮致して評価されているというような状況で

ございます。これらの違いにおきまして対象物や発生状況が限定されております原子力安全委員会のクリアランスレベルよりも対象

物を限定しないIAEAの一般的な規制免除レベルといったものが低いという傾向になってございます。 

 

質問事項  

（５）原子力安全委員会のクリアランスレベル値が高すぎることは明白です。クリアランスレベル値は１桁低くすべきではないので

すか 

 

政府回答 

続きまして（５）でございますけれど、原子力安全委員会の再評価に当たりましては幼児に対する実効線量が10μSv／年のオーダー

以下であるべきとの IAEA の考え方と同様となってございます。また先ほどの（４）の回答にも示しましたが原子力安全委員会のク

リアランスレベルは原子炉施設等の解体等にともなって発生するコンクリートおよび金属等に限定してございます。またその発生状

況や、国内に於ける埋設処分、再利用方法、国民の生活態様を考慮して具体的に評価条件を設定してクリアランスレベルを求めてい

るという状況でございます。従いまして、IAEA の広く一般的な固体状物質を対象とした免除レベルと直接的に比較すべきものでは

ないというふうに考えてございますが、IAEA でそうしたその規制免除レベルと比較してもほぼ同等であるという風に考えてござい

ます。 

 



質問事項  

（６）クリアランスレベル値が大幅に引き下げられると、クリアランス制度を設けてもかえって検認などの費用が嵩むのではないで

すか。 

 

政府回答 

最後に（６）の回答でございますけれど、原子力安全委員会が行っております検討につきましては費用の算出というものは含まれて

ございませんが、資源のリサイクル化ということが世の中で進んでいることを考えまして、原子力施設で利用された物質のうち人体

への放射線影響が無視できるほど小さいものについては、可能な範囲で再利用を進めていくべきと考えております。また再利用がで

きないものにつきましては産業廃棄物としてその処分が実施されるべきであると考えてございます。原子炉等の解体に伴って発生す

る金属、コンクリート等のクリアランス制度につきましては、国民におきましても関心が特に高いと考えてございます。従いまして

その安全確保につきましては、十分注意する必要があると言う風に認識しております。また実際上の解体作業や発生する廃棄物の特

徴を考慮して適切な規制制度を確立することが重要であると考えております。 

 

質問事項  

４． 人口密度の高い日本ではクリアランス制度はなじまないのではないか。 

 人口密度の高い日本ではクリアランス制度はなじまないと考えます。また一旦規制体系から除外すると、万一想定外の大量の放射

性物質がその中に紛れ込んでいた場合にもそれが公衆を直撃することを防げません。放射性物質は厳格に管理することを基本とすべ

きだと考えます。この点、どうでしょうか。 

 

政府回答 

茂木 それから３番を飛ばさせていただきまして、４番を回答させて頂きます。 

日本ではクリアランス制度はなじまないのではないかと言うことでございますが、あの、繰り返しになりますけれども、クリアラン

スレベルの算出でございますけれど、自然界からの放射線で１ｍSvこれからの１／100以下の年間10μSv、こういうものを線量源質

といたしまして、原子力発電所の解体から出てきます金属、コンクリートこういった様な物につきまして、クリアランスされた後に

想定された評価経路、その中には埋め立て処分でありますとか、飲料管でありますとか、フライパン、こういったものが再利用品で

ございますけれど、こういったような評価経路を網羅的に考慮いたしまして一番厳しい、最も厳しい評価結果をクリアランスレベル

にしているということでございます。従いましてクリアランスレベル以下であることが確認されたものにつきましては再利用とか処

分を行う場合には放射線防護上のまあ、クリアランス後は不要ということでありますので、クリアランスされた後の用途であります

とか、行き先、こういったような事につきましては何も条件を付けずに、一般の再生利用品でありますとか、産業用廃棄物と同等の

扱いをすることができます。 

それから、クリアランスレベル検認ということで、いかにクリアランス以下であることをいったいどの様に確認するかということで

ありますけれども、クリアランス検認におきましては、まず、本来放射性廃棄物として廃棄すべきものこういった物はちゃんとクリ

アランスすべきものと分けて、従来通り放射性廃棄物として適切な管理をして、クリアランスレベル以下のものがちゃんとクリアラ

ンスされるシステム、こういったようなことが構築して維持していく、こういった事がクリアランスに対する皆さんの信頼を得るに

は重要ではないかと考えております。そういったような観点から、国におきましても検認に当たりまして 2段階の対応を行おうとし

ております。最初の対応と言いますものが、原子力事業者が策定いたしますクリアランス対象物の測定、判断方法それにつきまして

その妥当性につきまして国に確認をすると、いう風に、その様な形で国が確認するということです。事業者につきましては認可を受

けました方法に基づいて実際には測定をしていただくわけでありますけれど、事業者が認可を受けた方法に基づいて対象物がクリア

ランス以下であると言うような確認を行う、と言うような2段階の対応を行おうとしております。こういうようなことによりまして、

検認の確実性をちゃんとして行こうという風に考えております。 

それから後、そのクリアランス制度が社会に定着するまでのことですけれど、再生利用でありますとか、後は処分の際の最初の搬出

先、こういったようなものを把握できるようにたとえばその、有価物として再生利用する場合には中間処分場、中間処理を行う会社

など、埋設処分場合でございますけれど、こういったような場合には処分場について原子力事業者が把握できるような枠組みを構築

することが必要であるという風に報告書で指摘を受けております。あとこれは余談ではございますけれど、原子力事業者の方におき

ましてはこういったようなクリアランス制度につきまして原子力施設由来であるというようなことを了解済みの処理事業者でありま

すとか、限定された最終処分場でありますとか、こういったようなことでありますとか、自ら率先いたしましてその、社会の理解を

得ながら、再生利用を進めるというようなことを表明しておりまして、まあ、こういった様な取り組みというのは、原発の制度を定

着する上で非常に有効ではないかと言う風に考えております。私の方からは一応これで終了します。 

 

伊藤 以上でございます。 



 
以上の政府側回答をもとに、問題点を追及しました。交渉の全体を整理すると、以下のような内容でした。 
 
１．クリアランス制度の有無による原発解体廃棄物処分のコスト比較は承知していない 

解体撤去・クリアランス制度ありきで安全性後追いの廃炉に対し、疑問続出 
クリアランス制度で電力会社が利益を受け、公衆は被曝のリスクを強要される 

 
担当の資源エネルギー庁が欠席し、「コスト比較については承知していない。」との伝言回答がありました。また、リサイクルと処分

費用の不必要な上昇を押さえることをクリアランスの意義とする説明を紹介し、経済的要因がクリアランス制度の目的であることを

認めました。 

処分費用の不必要な上昇を押さえるとしながらクリアランス制度の有無やレベル値の違いによるコストの比較検討を行ってないこと

から、電事連が出してきた結論を政府が精査せず横流しした疑いが出てきました。次回の交渉では、資源エネルギー庁の出席を求め

追及します。 

 

クリアランス制度を導入することは廃炉方法の選択肢を限定するのではないかとの指摘に、「解体撤去は以前からの国の基本方針であ

る。」との回答があり、福島から「自治体がその決定に関して法的に関与できるのか。解体撤去の方針が安全性の議論以前に出ている

のではないか。美浜事故の問題で定期安全レビューそのものの評価が揺らいでいる現在、安全性の担保があるのか疑問である。廃炉

に伴う巨額な経費を必要とし、現在の解体引当金で適切な廃炉が成されるのか。」と根本的な疑問が投げかけられました。経済産業省

は、的確な回答をすることが出来ず、次回の宿題となりました。 

 
リサイクルをクリアランス制度の意義とする説明に対しては、「年間１億トンもの粗鋼生産に対して数トンの鉄を解体金属廃棄物から

リサイクルに回せるにすぎない。その程度の量なら一般のリサイクルの回収率を上げることで十分まかなえる。この事をどのように

説明するのか。」との意見や質問があり、宿題となりました。 

 

多くの参加者から「クリアランス制度は、電力会社が利益を受け公衆は被曝のリスクを負うものであり、認めがたい」という意見が

出ましたが、的確な回答はありませんでした。経済産業省の報告書では、経済性が安全性に優先するものではないと書かれています

が、クリアランス制度こそ経済性が安全性に優先する実例にほかなりません。 

 
２．「クリアランスによる放射線被曝のリスク」の議論回避を許さず ！ 

IAEAに追随し、広島・長崎の被爆者の犠牲の上に明らかになったヒバクのリスクを無視する政府 
 
政府側は「クリアランス制度により公衆がこうむるヒバクは年間１０μSvを目安線量とし、その健康に対する影響が無視できるレベ

ルである。そのヒバク線量は自然の放射線の１００分の１の程度である。」と主張しました。 

私達は、「健康に対する影響が無視できるかどうかはリスクをもとに議論をするべきである。自然の放射線の１００分の１なら安全で

あると証明することは出来ない。」と主張しました。原子力安全委員会と原子力安全保安院（経済産業省）はリスクと自然放射線比較

のどちらを前面に出すかで回答がしばらく混乱しましたが、評価の基準をリスクに置くと回答し、しぶしぶリスクによる議論に応じ

ました。 

 
私たちは、年間１０μSv の目安線量が国際放射線防護委員会（ICRP）の Pub.46 で提唱された以降に ICRP も認めているように広

島・長崎の被爆者の調査から放射線被曝のリスクがそれまで考えられていたリスクの値より５倍高いことが明らかにされたのだから、

目安線量を数μＳＶ／年に下げるべきであると徹底して主張しました。年間１０μSv の目安線量の根拠を失った政府側は、「ヒバク

のリスクが数倍にはなったが、それが２桁、３桁あがったかというとそうではない。従って、１０μＳｖを変更するつもりはない。」

と「オーダーでは変わらない」とする全く恣意的な判断をあらわにしました。 

 

「今日の議論の経過から、たとえ年間１０マイクロシーベルトでもそれなりの被害が出ると共通認識できるか。」と質したところ、「健

康への影響が確認されているのは広島・長崎では５０ミリシーベルトなので１０マクロ、１００マイクロのところで健康への影響が

死亡という形であるかというとそれは仮定をおいたうえでの計算である。」とリスクを認めたくないととれる見解が述べられました。

この見解に対して、被害が検出されないからリスクがないとするのは間違いであるとの教科書（草間委員執筆）の記述を引用して反

論し、「被害があることを認識した上で、国民の安全を議論し、どうして防ぐかを考えてもらわなければ困る。」と要求しました。 

 



また、複数の原発が立地されている地域ではヒバクの重なりが起き、被曝線量が年間１０マイクロシーベルト以上になるとの指摘に

対して、政府側は重なりが起きることは認めましたが、それが目安線量の何倍のヒバクをもたらすのかについて定量的な回答をしま

せんでした。 

 
３．乳児・幼児のヒバクの危険を IAEAの認めた枠内に留め、それ以外を無視する原子力安全委員会、 

原子力安全・保安院。 

 
政府は、「今回の再評価の結果、１９核種で子どもの被曝が決定経路となった。最大で成人の５倍程度である。･･･ただし、子どもの

生涯のうち子どもでいる期間は限られていることや、･･･子どもの評価結果を成人の評価結果に包含しても問題にならないと考えられ

る。子どもの評価を IAEA の安全指針と同等に行うため再評価したものである。」と回答しました。 

 
私たちは先ず規制機関としての責任を問題にし、政府がこれまでクリアランスによるヒバクの健康影響について、成人のグループで

評価すれば子どもの評価はそれに包含されるとし、子どもに対する評価をなおざりにしてきたことは国民を欺きクリアランス制度推

進を助けたと批判しました。政府は今回の再評価で最新の知見を取り入れたと説明しましたが、少なくとも ICRP９０年勧告を取り

入れた際に最新の知見として再評価すべきものが今頃再評価されたことは規制機関としての責任は免れません。 

 IAEA に追随する政府に対して、「広島・長崎のヒバクシャの被害の上に明らかになったヒバクの危険を当事国の政府が無視してい

る。」との批判が浴びせられました。政府は世界に先駆けて自国の規制に取り入れ、世界に向かって訴える立場にあります。 

 
私達は子どもが被曝すると発達過程で受ける影響が大きく、ICRPのPub．60でも子どもの生涯にわたる致死ガンの発生に対する影

響は成人より２～３倍高い（年齢効果）とされていると主張しましたが政府側はこの点については言及しませんでした。 

チェルノブイリ事故のヒバクによる甲状腺がんの例（乳幼児のヒバクによる甲状腺がん発生率が他の４倍高いとする ICRP の調査結

果）も指摘されましたが政府は何も言及しませんでした。 

この「年齢効果」を考慮すると５８核種中３４もの核種で子どもの被曝が決定経路となり、クリアアンスレベルを引き下げざるを得

なくなります。また、子どもの被曝線量が高いという再評価結果を合わせると子どもの期間は短くともその１年が成人期被曝の１０

年分にもなります。それが具体的に議論となることを恐れて、政府側は質問書取り上げた年齢効果の部分に関しては全く言及しなか

ったものと考えられます。 

 
４．美浜事故の教訓が生かされない検認システム（測定は業者、行政はその追認と許可） 

 
検認の考え方として、「原子力事業者が策定するクリアランス対象物の測定、判断方法について国が妥当性を確認し、事業者が許可を

受けた方法で行い、それがクリアランスレベル以下であるか検査を必要に応じて行う。」という趣旨の説明がありました。この考え方

は維持基準と同じで、実際に守られているかどうかは事故や内部告発がない限り明るみには出ません。現実には組織的犯罪の温床と

なります。この問題に対して具体的にどうするという説明は示されませんでした。また、品質マネージメントシステムの信頼性が美

浜事故で失われていることをどのように反映するのかも言及がありませんでした。自動測定と全表面測定で２００億円の差が出ると

する電事連の評価を示し、検認方法と経費の問題を取り上げましたが政府側からは全く反応がありませんでした。 


